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長野県水源地域における水資源の保全に関する基本指針について（解説） 

 

○長野県は、平成 25 年３月 25 日に「長野県豊かな水資源の保全に関する条例」を公布

するとともに、施行しました。 

○この条例では、知事は、水源地域のうち、その土地の所有及び利用の状況等を勘案して

水資源の保全のため必要があると認める区域を、当該区域を管轄する市町村長の申出に

より、水資源保全地域として指定することができるとされています。 

○水資源保全地域においては、土地の所有者は、土地取引等について事前に知事に届出す

る必要がありますし、知事はその届出内容を市町村に通知し、その概要を公表するとと

もに、必要があれば、助言、立入調査等を行うことができるとされています。 

○この水資源保全地域の指定に当たって、必要な事項を定めるものが、水源地域における

水資源の保全に関する基本的な指針（以下「基本指針」といいます。）であり、次の４

項目から構成されています。 

 ・水源地域における水資源の保全に関する基本的事項 

 ・水資源保全地域の指定に関する事項 

 ・水資源保全地域において土地所有者等が配慮すべき事項 

 ・その他水資源の保全に関し必要な事項 

○この基本指針は、以上の４項目について、環境審議会の意見を踏まえて策定・公表する

ものです。 

 

 

 

 

基本指針（答申案） 解   説 

冒頭 

長野県豊かな水資源の保全に関する条例（平

成 25 年長野県条例第 11 号。以下「条例とい

う。）第８条第１項の規定により、水源地域に

おける水資源の保全に関する基本的な指針と

して、「長野県水源地域における水資源の保全

に関する基本指針」（以下「基本指針」という。）

を次のとおり定める。 

 

 

 

１．基本指針を定める理由 

２．基本指針（答申案）の解説 

参考資料 ２ 
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基本指針（答申案） 解   説 

１ 水源地域における水資源の保全に関する基本的事項 

(1) 水資源の保全のための方針 

清らかで豊かな水は、全ての生命の源で

あり、私たちの日常生活や経済活動を支

え、文化を育むとともに、豊かな生態系を

形成していく上で貴重な資源であり、全て

の県民が将来にわたって引き継いでいか

なければならない。 

その水資源は、日本アルプスをはじめと

した山地部や盆地などの低地部に水源を

有し、その涵養機能は、県土の８割を占め

る森林や水田が担っている。 

水資源を保全するためには、県、市町村、

土地所有者等のそれぞれがそれぞれの役

割を果たすことが必要であり、特に次の３

点を相まって進めることが重要である。 

ア 市町村にあっては、地下水の取水に関

して条例などにより規制を課すなど、独

自の判断で水資源の保全に努めること。 

イ 土地所有者等にあっては、森林・水田

の整備・活用を通じて水源涵養機能を維

持・増進し、水資源の質の保全及び量の

確保に努めること。 

ウ 県にあっては、水資源の保全が必要な

地域を水資源保全地域として指定し、そ

の上で、いつ、誰によって、どのような

目的で当該地域内の土地取引等が行わ

れるか常に把握し、当該土地の取引等に

ついて適切に指導・監視していくこと。 

基本指針においては、用語の定義、水資

源保全地域の指定に当たっての考え方、同

地域において土地所有者等が配慮すべき

事項などを定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○県、市町村、土地所有者等の３者の役割を

明記しました。 

 

 

○各市町村で水資源の状況や保全に関する

考え方が異なる現状を記述しました。 

 

○土地所有者等が果たす役割について、水資

源の質の保全及び量の確保の観点から記

述しました。 

 

○県が果たすべき役割の指導・監視の中に

は、助言、立入調査、勧告、公表が含まれ

ます。 
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基本指針（答申案） 解   説 

１ 水源地域における水資源の保全に関する基本的事項 ＜続き＞ 

この基本指針に定めるものの他、将来にわ

たって良好な水質を保全することについて

は、条例第１条に定めるとおり、長野県水環

境保全条例（平成４年長野県条例第 1２号）

により取り組まれるべきものである。 

 

(2) 用語の定義 

ア 水資源 

水道用水、農業用水、工業用水等と

して公共の用に供する資源及び生態系

の保全に供する資源としての水をい

う。 

イ 地表水 

取水地点において地表面上を流下し

ている水又は地表面上に滞留している

水をいい、河川水、湖沼水、ダム水、

湧水を含む。 

ウ 地下水 

未固結の堆積物間隙中に存在する水

（間隙水）及び岩石の亀裂や割れ目に

存在する水（裂ヶ水）をいう。 

エ 取水地点 

地表水若しくは地下水から原水を

取り入れる施設が設置されている地

点又はその設置が予定されている地

点をいう。 

オ 水源地域 

地表水については(ｱ)、地下水につ

いては(ｲ)のとおりとする。 

(ｱ) 取水地点及び集水区域をいう。 

(ｲ) 取水地点について、他の地点の地

下水の採取により取水地点の地下

水の水位が降下する場合における

その範囲をいう。 

○良好な水質の保全については、長野県水環

境保全条例により取り組まれるべきこと

が条例第１条に定められています。 

 

 

 

 

 

○「生態系の保全に供する資源」として、人

が用いる以外の水資源も定めました。 

○「公共の用に供する資源」の判断は一義的

には市町村長が行うことになります。 

 

○存在する状態に着目して定義しました。 

○湧水については、取水地点に着目して地表

水に含みます。 

 

 

○存在する状態に着目して定義しました。 

 

 

 

○取水地点は、現に存在するものだけでな

く、予定地点を含むものとしました。 

 

 

 

○水源地域については、地表水と地下水がそ

れぞれ異なるため、別々のものとして定義

しました。 
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基本指針（答申案） 解   説 

１ 水源地域における水資源の保全に関する基本的事項 ＜続き＞ 

カ 水資源保全地域 

水源地域のうち、その土地の所有及び

利用の状況等を勘案して、水源涵養機能

の維持・増進など水資源の保全のため必

要があると認める区域であって、知事が

条例第９条により指定する区域をいう。 

キ 土地所有者等 

土地の所有者、管理者又は占有者をい

う（条例第４条と同じ）。 

ク 基本原則 

条例第２条（「水資源の保全は、水

資源が県民共有の貴重な財産であり、

公共性が高いものであることに鑑み、

全ての県民が将来にわたって豊かな水

資源の恵みを享受することができるよ

う推進されなければならない。」）の

とおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 水資源保全地域の指定に関する事項 

(1) 基本的な考え方 

水資源保全地域の指定については、条

例第９条により、次の３つの方法が定め

られている。 

ア 水源地域のうち、その土地の所有及び

利用の状況等を勘案して水資源の保全

のため必要があると認める区域につい

て、当該区域を管轄する市町村長が指

定の申出をし、知事が指定する方法 

イ 水源地域が複数の市町村の区域にわ

たる場合や隣接する他の市町村に所在

する場合など、市町村長が他の市町村

の区域に係る水資源保全地域の指定を

要請する場合の当該区域について、知

事が関係市町村長の意見を聴いて指定

する方法 

 

○条例第９条に定められた３つの方法を、分

かりやすく記述しました。 

 

○指定の申出に当たっては、指定する区域の

土地所有者等に対して指定の申出をする

旨の説明をすることが求められます。 

○財産権を侵害することはないので、同意を

得ることまでは必要ありません。 

○水源が他の市町村にある場合などについ

ては、指定の要請を受けて知事が水源のあ

る市町村の意見を聴くことになるので、要

請をする前に当該市町村の了解を得るこ

とが望まれます。 
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基本指針（答申案） 解   説 

２ 水資源保全地域の指定に関する事項 ＜続き＞ 

ウ 土地の所有及び利用の状況等を勘案

して水資源保全地域として指定するこ

とが特に必要であると認める区域のう

ち、当該区域を管轄する市町村長からの

指定の申出及び他の市町村長からの指

定の要請がない場合の当該区域につい

て、知事が関係市町村長の意見を聴いて

指定する方法 

水資源保全地域における土地取引等

の事前届出の実効性を確保するために

は、関係市町村長の理解と協力が丌可欠

であることから、同地域の指定に当たっ

ては、保全すべき水資源の選択、優先順

位等を含めてアによるものを原則とす

る。 

イ又はウによるものについては、当該

区域を管轄する市町村の意見を十分に

踏まえることとする。 

(2) 区域設定の考え方 

水資源保全地域の区域設定の考え方は、

地表水、地下水の別により、次のとおりと

する。 

ア 地表水の場合 

取水地点及び集水区域の全部を基本

とする。 

なお、個々の水源の地形、地質等の状

況から、集水区域にかかわらず区域を設

定すべきと考えられる場合は、区域設定

の考え方を明らかにした上で、集水区域

を超えて設定することができるものと

する。 

○指定の申出及び指定の要請がない場合に、

知事が関係市町村長の意見を聴いて指定

することもできます。 

 

 

 

 

 

○関係市町村長の申出により指定すること

を原則とする旨を明記しました。 

 

 

○「保全すべき水資源の選択、優先順位等」

とは、上水道、農業用水、工業用水など様々

な水資源の何を選択し、優先するか等につ

いて市町村長の判断に任せる意味です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○湧水については、集水区域にかかわらず区

域を設定すべきと考えられる場合がある

ので、その場合の考え方を定めました。 
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基本指針（答申案） 解   説 

２ 水資源保全地域の指定に関する事項 ＜続き＞ 

また、土地の所有又は利用の状況等を

踏まえて集水区域の全部を指定する必

要がないと考えられる場合は、区域設定

の考え方を明らかにした上で、集水区域

の一部の区域とすることができるもの

とする。 

ただし、集水区域が広範囲に過ぎて土

地取引の事前届出制度の実効性を確保

できない場合については、水資源保全地

域を指定しないことができるものとす

る。 

イ 地下水の場合 

取水地点について、他の地点の地下

水の採取により取水地点の地下水の

水位が降下する場合におけるその範

囲（以下「影響範囲」という。）の全

部を基本とする。 

この影響範囲について正確に把握す

るためには水源の立地条件等を考慮し

た広範囲に及ぶ調査が必要であり、この

調査がされている場合にはそれにより

影響範囲を確定することとする。 

ただし、調査が困難である等の理由に

よりそれにより難い場合には、取水地点

から一定距離（１キロメートルを目安と

する。）の範囲について、水源の地形、

地質（透水性）、取水深度、取水量等の

状況や土地の所有又は利用の状況を踏

まえ、その全部又は一部の区域をもって

影響範囲とすることもやむを得ないも

のとする。 

○国有林又は公有林については、集水区域の

全部を指定する必要がないので、その場合

の考え方を定めました。 

 

 

 

○千曲川、犀川、天竜川の下流域に取水地点

がある場合を想定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○影響範囲について正確に把握するための

広範囲に及ぶ調査（範囲は水源の立地条件

等を考慮して決定）を行っている場合に

は、それにより影響範囲を確定することと

します。 

○調査が困難である等の理由により影響範

囲を確定できない場合の考え方を定めま

した。 
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基本指針（答申案） 解   説 

２ 水資源保全地域の指定に関する事項 ＜続き＞ 

なお、取水地点から一定距離（１キロ

メートルを目安とする。）の範囲内に山

林が含まれる場合のその山林部分につ

いては、一般的には、影響範囲のうち地

表水の集水区域と重なる部分もかなり

あると想定されることから、集水区域を

もって影響範囲とみなすことができる

ものとする。 

この場合、土地の所有又は利用の状況

等を踏まえて集水区域の全部を影響範

囲とみなす必要がないと考えられる場

合は、区域設定の考え方を明らかにした

上で、集水区域の一部の区域をもって影

響範囲とみなすことができるものとす

る。 

(3) 水資源保全地域から除外する区域の考

え方 

国有地、県有地及び市町村有地について

は、条例の目的を達成するために水資源保

全地域の指定を行う必要がないので、(2)

の規定に関わらず、水資源保全地域としな

いものとする。 

(4) 区域設定にあたっての留意事項 

ア 指定の区域については、地番及び「水

資源保全地域図」で示すものとする。 

イ 水資源保全地域の指定に当たっては、

次の事項に配慮しながら、適切に行うも

のとする。 

(ｱ) 指定の申出に当たっては、取水に関

する条例などの規制、都市計画、土

地利用計画等との整合を図ること。 

(ｲ) 農業、林業、観光業など地域におけ

る産業の健全な発展も併せて図るこ

と。 

○取水地点から一定距離の範囲内に山林が

含まれる場合の山林部分についての考え

方を定めました。 

○これにより、山間地に地下水の取水地点が

ある場合についても区域設定ができるこ

とになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○道路敷、河川敷、国有林、県有林、市町村

有林を含めて、国有地、県有地、市町村有

地は除外します。 

○事前届出の対象について、面積要件（森林

以外：５００㎡を想定）を設けることとす

る代わり、除外する区域は設けません。 

 

 

 

 

 

○都市計画、土地利用計画と整合を図ること

により水資源保全地域の範囲を拡大又は

縮小することができることとしました。 

○規制の側面だけでなく、農業、林業、観光

業など産業の健全な発展も併せて図るこ

とを明記しました。 
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基本指針（答申案） 解   説 

２ 水資源保全地域の指定に関する事項 ＜続き＞ 

(ｳ) 森林法に基づく市町村森林整備計

画における森林の機能区分の位置付

けと十分な調整を図ること。 

○施業の方法と十分な調整を図るべきこと

を明記しました。 

 

３ 水資源保全地域において土地所有者等が配慮すべき事項  

水資源保全地域は、全ての県民が将来に

わたって豊かな水資源の恵みを享受する

ことができるよう、水資源を保全する必要

がある地域である。 

そのために、土地所有者等の果たす役割

は大きく、水資源の保全に寄不するよう図

るとともに、水資源の保全に支障を生ずる

おそれのある行為を行わないよう配慮す

ることが求められる。 

具体的には、次のとおりである。 

(1) 水源地域における土地利用に関する他

の法令及び条例第 10 条（水資源保全地域

内の土地に関する権利の移転等の届出）等

の規定を遵守すること。 

(2) 市町村によっては、独自の判断で地下水

の取水に関する条例などの規制を行って

いる場合があるので、当該規制のある市町

村においては、当該規制を遵守すること。 

(3) 森林及び水田が有する水源涵養機能を

維持・増進するために、整備が必要な場合

は、県又は市町村と協力し、又は支援を受

けて必要な措置を行うよう努めるととも

に、善良な管理の下での使用に努めるこ

と。 

(4) 自家消費の目的以外で水を採取する行

為、採取した水そのものを所有地外に運び

出す行為、敷地の大部分を難透水性の舗装

で覆う行為、敷地内の砂利を採取して難透

水性の土と入れ替える行為などであって、

かつ、水資源の保全に支障を生ずるおそれ

のある行為をしないよう配慮すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○土地所有者等が積極的に行うべきことを

第三に明記しました。 

○これにより県又は市町村に対して森林の

整備について特別の支援を求めるもので

はありません。 

 

○採取した水を原料として製品を製造する

場合を念頭に置いたものではありません。 

○左記に該当する行為であっても、市町村の

企業誘致により、又は市町村の取水等の規

制に係る手続を経たた場合には、この規定

の適用はありません。 
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基本指針（答申案） 解   説 

３ 水資源保全地域において土地所有者等が配慮すべき事項 ＜続き＞ 

(5) 従前と大きく異なる土地利用、近隣・周

辺の土地利用と調和しない土地利用など

水資源の保全に支障を生ずるおそれのあ

る土地利用を行わないよう配慮すること。 

○水資源の保全に支障を生ずるおそれのあ

る土地利用を例示しています。 

○これらの行為・土地利用を制限することは

土地所有者等の行為・土地利用をある程度

制約することになりますが、水資源の保全

という目的達成のために許容される限度

を超えるものではないと考えます。 

４ その他水資源の保全に関し必要な事項 

全ての土地所有者等、事業者及び県民の

責務については、条例第４条から第６条ま

でに、次のとおり定められている。 

これは水源地域に限らず、県内全域を対

象として取り組まれ、又は努められるべき

ことである。 

(1) 土地所有者等の責務 

土地所有者等は、基本原則にのっとり、

水資源の保全のための適正な土地利用

に配慮するとともに、水資源の保全に支

障を生ずるおそれのある行為をしない

よう努めなければならない。 

(2) 事業者の責務 

事業者は、基本原則にのっとり、その

事業活動を行うに当たっては、水資源の

保全に十分な配慮をしなければならな

い。 

(3) 県民の責務 

県民は、水資源の保全についての関心

と理解を深めるように努めなければな

らない。 

なお、水資源保全地域を除く水源地域に

おける土地所有者等にあっては、３の(1)及

び(2)の事項については遵守するとともに、

(3)から(5)までの事項については配慮する

よう努めるものとする。 

○条例に定められている内容を引用し、これ

らは県内全域について取り組まれ、又は努

められるべきことを明記しました。 

 

 

 

○条例からの引用です。 

 

 

 

 

 

○条例からの引用です。 

 

 

 

 

○条例からの引用です。 

 

 

 

○水資源保全地域に指定されていない水源

地域における土地所有者等の努めるべき

内容について明記しました。 
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○策定・公表された基本指針を踏まえて、市町村長からの申出等が行われ、関係行政機関

の長に協議し、及び環境審議会の意見を聴いた上で、１４日間の公告・縦覧を経て知事

が指定します。 

○水資源保全地域の指定は、平成 25 年７月以降、上記の手続を経て順次行う予定です。 

３．水資源保全地域の指定のスケジュール 


